

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































刑事司法法（Criminal Justice Act 2003）が詳細な規定を置いている。悪
性格の証拠は、「すべての当事者が当該証拠を許容するという手続上の合
意をした場合」や「その証拠が被告人と検察官の間の争点となっている重
要な事項に関連する場合」などに許容される（101条⑴項）が、「裁判所
は、被告人から当該証拠につき排除の申立てがあり、当該証拠を許容する
と、裁判所が認めるべきでないような手続の公正さに対する悪影響が生じ
るとみられる場合には、（当該）証拠を許容してはならない」（101条⑶項）
と規定しており、前科等の類似事実による被告人と犯人との同一性の証明
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も、これらの規定の規律の下で許容される。
この点に関する英米法の状況については、上掲判例時報2164号45頁、判
例タイムズ1382号86頁のコメント、アメリカ連邦証拠規則については、田
邉真敏「アメリカ連邦証拠規則」、イギリスにおける悪性格証拠の許容性
に関しては、楠本英隆「イギリスにおける類似事実証拠」早稲田法学38巻
＝号19頁、高平奇恵「イギリスにおける悪性格証拠の許容性に関する
予備的考察」九州大学法政研究78巻号267頁、同「イギリス2003年刑事
司法法における悪性格証拠の許容性」九州大学法政研究79巻号341頁を
参照。
⑹ 本判決の意義
本判決は、「前科証拠は、単に証拠としての価値があるかどうか、言い換え
れば自然的関連性があるかどうかのみによって証拠能力の有無が決せられるも
のではなく、前科証拠によって証明しようとする事実について、実証的根拠の
乏しい人格評価によって誤った事実認定に至るおそれがないと認められるとき
に初めて証拠とすることが許されると解するべきである。」として、いわゆる
性格証拠法則、あるいは悪性格排除の原則などと呼ばれる考え方を明示してい
る。
すなわち、本判決は、前科証拠（前科に関する前科調書、判決書謄本、被告
人の供述調書）を犯罪事実の証明に用いる場合について、我が国の判例・多数
説や英米の制度と同様、証拠能力の問題としてとらえている。そして、本判決
が、前科証拠の証拠能力が肯定される要件として、「実証的根拠の乏しい人格
評価によって誤った事実認定に至るおそれがないと認められる」ことを要求
し、前科証拠が用いられる推論過程を問題としていることからすると、本判決
は、証明力と弊害とを直接衡量してその証拠採用の可否を決するイギリス型の
規律ではなく、前科証拠を「性格（character）」を証明するために用いるの
か、「動機、機会、意図、予備、計画、知識、同一性の証明等の他の目的」や、
「習慣」を証明するために用いるのかという、証拠が用いられる推論過程を問
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題とするアメリカ型の規律を採用しているということができる（上掲判例時報
2164号45頁、判例タイムズ1382号87頁の各コメント参照）
そして、前科証拠を被告人と犯人との同一性の証明に用いる場合に証拠能力
が肯定される具体的な基準については、これまでの我が国の学説は「特殊な手
口」などという以上には明らかにしてこなかったが、本判決は、「前科に係る
犯罪事実が「顕著な特徴」を備えていること、起訴に係る犯罪事実がこの「顕
著な特徴」について「相当程度類似していること」から、「それ自体で両者の
犯人が同一であることを合理的に推認させるようなものであること」が必要で
ある」という具体的な基準を示した。この基準は、アメリカの学説でいわれる
「署名（signature）」に等しいこと（すなわち、それ単独で犯人性の証明が可
能なほどの証明力を有すること）までを要求するものではないが（本件上告趣
意において、弁護人から、前科の特殊性について、「とても異常で際立ったも
のであるため、署名（signature）にも等しいものであることが必要である」
との主張がなされた。）、前科に係る犯罪事実と起訴に係る犯罪事実の類似から
「それ自体で両者の犯人が同一であることを合理的に推認させるようなもので
ある」ことを要求しており、相当に厳格な限定を付したものといえる。
⑺ 私のこれまでの裁判経験に照らし、若干の私見を付加したい。
これまでの刑事裁判実務において、前科証拠が犯人性の証明に用いられるこ
とは、上記裁判例で紹介したように、余りなかったように思われる。前科事実
は、それが構成要件要素となっている場合や累犯前科となっている場合のほか
は、ほとんどが量刑事情として利用される場合にとどまっていた。安廣・上掲
大コンメンタール刑事訴訟法［第版］第巻437頁も、「故意等の犯罪の主観
的要素についても、客観的情況から推認できることがほとんどであり、同種の
前科に関する証拠を加味しなければ故意等を合理的な疑いを超えて認定できな
いというような事例が多いとは思われない。これらの判例については、前科が
同種のものであることのほか、各事案における争点の内容とこれに関する他の
証拠関係にも留意が必要であり、前科の内容はダメ押し的な役割をはたしてい
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るにすぎないと思われる。これらの判例から、被告人が過去に類似の犯罪を犯
していることから、公訴事実についても犯意があったであろうとの推論に大き
なウエイトを持たせることまでが許容されていると即断してはならないであろ
う。」と指摘している。
そして、これまでの実務は、前科証拠に関連性を認め証拠能力を肯定する場
合にも、要証事実の吟味、関連性の程度、その証明力の判断に当たって慎重な
姿勢を採ってきたことは間違いない。
上記の和歌山毒カレー事件控訴審判決を見てみよう。同判決は、上記の一般
論を述べた上、次のように判示している。
「類似事実のうち、公訴事実と包括一罪あるいは犯行に至る経緯、犯行後の
経緯の関係にあるものは当然立証が許されるが、独立した犯罪事実となり得る
ものについても、被告人の周辺において複数の者が繰り返し急性砒素中毒を発
症させたという事実は、それらが被告人の犯罪行為によるものであると否とに
かかわらず、それ自体、被告人と凶器である砒素との結び付きやその殺傷力に
対する知情性を推認させるものということができるし、また、被告人が過去に
おいて亜砒酸等を飲食物に混入させて人に摂取させた事実が認められる場合に
は、その手段及び方法の類似性から、公訴事実（各殺人、同未遂事件）につい
ての被告人の犯人性を推認することが可能となる。さらに、被告人が砒素等を
混入させた飲食物を人に摂取させることを繰り返していたという事実からは、
規範意識が鈍磨していたことや、人に砒素等を摂取させて殺傷することに対す
る罪障感、抵抗感が薄れていたことも推認でき、殊に、明確な犯行動機が見出
し難いカレー毒物混入事件にあっては、その犯人性を見極める上で検討に値す
る事実ということができる（このように、本件類似事実から導かれる推認は経
験則に基づく合理的なものであって、何ら不当な予断偏見ではない）。その上
で、当該事案は、情況証拠の積み重ねによるほかその犯人性等を立証する方法
がない事案であり、類似事実による立証の必要性が高いこと、当該事案は、争
点が多岐にわたる重大事案であり、捜査当初から複数の弁護人が選任され、精
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緻な弁護活動が行われてきたことなどにもかんがみると、類似事実の立証が被
告人に過度の負担を生じさせるものではない。」
同種前科など類似事実による証明に当たって、要証事実の吟味、証明力につ
いて慎重な判断がなされているといえよう。
今回の判例の事案（裁判員裁判）では、前科証拠による犯人性の証明が直接
の争点となったことから、最高裁の判断が示されたのであるが、上記各コメン
ト指摘のとおり、前科証拠による犯人性の証明について、前科に係る犯罪事実
と起訴に係る犯罪事実の類似から「それ自体で両者の犯人が同一であることを
合理的に推認させるようなものである」ことを要求しており、本論点について
（一般論として）相当に厳格な限定を付したものといえる。
しかし、本件事案における具体的あてはめの点で見ると、本判決が指摘する
ように、窃盗から放火の犯行に至る契機の点及び放火の態様の類似性を根拠と
して、本件前科証拠から被告人と放火犯人との同一性を推認することは困難で
あり、結論としては、異論がないと思われる。本件事案は、裁判員裁判であっ
たことから、英米で指摘されているような、主として、事実認定者（裁判員）
に対し同種前科の立証による不当な偏見や予断の悪影響を与えることがないよ
うに、一般的な判断基準を示したものと理解できよう。
本件の第審判決は、「特に、本件は裁判員裁判対象事件であり、前科立証
により裁判員に不当な偏見を与えることも考慮すると、かかる立証は許されな
い。」と判示し、本件前科証拠の採否の判断において、裁判員裁判対象事件で
あることを一つの考慮要素としている。
同種前科や余罪については、それが裁判員の心証形成に充てる影響は大きい
と考えられるので、慎重な配慮が必要と思われるとの指摘がある（安廣・上掲
大コンメンタール刑事訴訟法［第版］第巻438頁、伊藤雅人「類似事実に
よる立証について」植村立郎判事退官記念論文集・現代刑事法の諸問題第巻
375頁）。
本判決の射程を考えるとき、上記のとおり、前科や類似犯罪の手口などが一
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定の特徴をもち、起訴に係る犯罪と高い程度の類似性を持てば、経験則上、そ
れだけで両者の犯人が同一であるとの推認力が強まり、「悪性格」という中間
項を介在させることなく、直接的に推認することが合理的となるのであって、
一般論として、このような考え方に異論はないものと思われる。問題は、前科
や類似犯罪の手口がどの程度の特徴を持ち、起訴に係る犯罪とどの程度類似し
ていればよいかという点、さらに、前科や類似犯罪と起訴に係る犯罪のそれぞ
れの手口などを比較するだけでなく、他に比較し、あるいは、考慮されるべき
事情はないのか、という点である（吉川・上掲研修774号24頁）。前科や類似犯
罪と起訴に係る犯罪が時間的・場所的に接着しているとの事情、あるいは、前
科や類似犯罪が複数回繰り返されているなどの事情はどうか。特殊性や類似性
の判断に当たっては、このような事情をも考慮し得ると考えてよいのではない
かが問題となる（吉川・上掲27頁）。
本判例のいう「（前科に係る犯罪事実の）顕著な特徴と（それが起訴に係る
事実との）相当程度の類似」についてみると、本判決が判示する「顕著な特
徴」とは、文字通り捉えれば、「明らかな特徴」という意味であり、上記和歌
山毒カレー事件控訴審判決が示している「特殊な（手段、方法による）」が意
味するところと基本的には違いがないと思われる。
本判決は、顕著な特徴と相当程度の類似の判断において、前科に係る「犯罪
事実」と起訴に係る「犯罪事実」とを比較することとしており、これについて
も、上記和歌山毒カレー事件控訴審判決と同様に考えることができる。もっと
も、同判決では、手段・方法に力点が置かれているので、むしろ、本判決の方
が比較すべき事実を広く捉えているともいえる。そのため、顕著な特徴と相当
程度の類似の判断に当たっては、犯行の手段方法はもとより、犯行時間、犯行
場所、対象とした被害者などの事情も考慮し得ることになろう。さらに、本判
決は、顕著な特徴と相当程度の類似の判断に当たり、犯行動機として犯行に至
る経緯も検討しており、ここにいう「犯罪事実」とは、厳密な意味での公訴事
実の限定されるのではなく、犯行動機を含めた犯行に至る経緯や犯行後の情況
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など、公訴事実に密接に関連する事実をも含めて考えているといってよいので
はないかと思われる（吉川・上掲29頁）。また、前科や類似犯罪と起訴に係る
犯罪が時間的場所的に接着しているとの事情（近接性の原理といえよう。）や、
前科や類似犯罪が複数回繰り返されているなどの事情は、経験則上、前科等に
係る犯罪事実と起訴に係る犯罪事実の犯人が同一人物であることの推認力が強
まることを前提に、前科等に係る犯罪事実の特徴の顕著さやその起訴に係る犯
罪事実との類似性の判断に当たっては、手口などに限らず、上記のような事情
を考慮することも許されるのではないかと思われる（吉川・上掲27頁）。後記
最決平25.2.20の金築裁判官の補足意見参照。
（注）最高裁第二小法廷の本判決の後、次のとおり、同第一小法廷において
も、同趣旨の決定が出されている。
最決平25.2.20刑集登載予定、判例時報2180号142頁
「前科証拠を被告人と犯人の同一性の証明に用いようとする場合は、前科に
係る犯罪事実が顕著な特徴を有し、かつ、その特徴が証明の対象である犯罪事
実と相当程度類似することから、それ自体で両者の犯人が同一であることを合
理的に推認させるようなものであって、初めて証拠として採用できるところ
（最高裁平成24年月日第二小法廷判決・裁判所時報1563号頁参照）、こ
のことは、前科以外の被告人の他の犯罪事実の証拠を被告人と犯人の同一性の
証明に用いようとする場合にも同様にあてはまるものと解すべきである。そう
すると、前科に係る犯罪事実や被告人の他の犯罪事実を被告人と犯人の同一性
の間接事実とすることは、これらの犯罪事実が顕著な特徴を有し、かつ、その
特徴が証明対象の犯罪事実と相当程度類似していない限りは、被告人に対して
これらの犯罪事実と同種の犯罪を行う犯罪性向があるという実証的根拠に乏し
い人格評価を加え、これをもとに犯人が被告人であるという合理性に乏しい推
論をするに等しく、許されないというべきである。」「前科に係る住居侵入、窃
盗、現住建造物等放火等の犯罪事実及び前科以外の他の住居侵入、窃盗等の犯
罪事実を、証明対象の住居侵入、窃盗、窃盗未遂、現住建造物等放火の犯人と
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被告人の同一性の間接事実とすることは、これらの犯罪事実に顕著な特徴があ
るとはいえないなどの事情（判文参照）の下では、被告人に対して実証的根拠
の乏しい人格的評価を加え、これをもとに犯人が被告人であるという合理性に
乏しい推論をすることにほかならず、許されない。」（なお、上記間接事実を除
外しても、その余の証拠によれば、第審判決の各犯罪事実の認定について事
実誤認はないとした原判断は是認することができるから、原判決の上記法令違
反は、判決に影響を及ぼすものではないとして、上告棄却の決定をした。）
 精神鑑定書の証明力（評価方法）
最判平20.4.25刑集62巻
号1559頁、判例時報2013号156頁、判例タイムズ
1274号84頁
判例解説として、最高裁判例解説刑事篇平成20年度346頁（前田 巌）、安田
拓人・刑事法ジャーナル14号93頁、同・平成20年度重要判例解説178頁、前田
雅英・警察学論集63巻号156頁などがある。
⑴ 事案の概要と審理経過
統合失調症者である被告人が、以前勤務していた塗装店経営者 Aに関する
幻視・幻聴に関わる同人とのやりとりから、同人に馬鹿にされていると憤りを
覚え、犯行当日も、Aに関する幻視・幻聴により同人に対する腹立ちが収ま
らず、Aの塗装店に赴き、同人の顔面・頭部を手拳で数回殴打する暴行を加
え、同人をしてその頭部を路面等に打ち付けさせ、約週間後に搬送先の病院
において外傷性くも膜下出血により死亡させた、という傷害致死の事案であ
る。
〔第審〕
捜査段階での簡易精神鑑定 Aは、被告人は犯行当時統合失調症による幻覚
妄想状態の増悪期にあったが、本件行為に至る行動経過は合目的的で、著名な
残遺性変化がないとして心神耗弱相当とし、第審段階での精神鑑定 Bは、
被告人は、本件行為当時、統合失調症の激しい幻覚妄想状態にあり、直接その
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影響下で本件犯行に及んだもので心神喪失の状態にあったとする。
第審判決は、精神鑑定 Bに依拠し、「被告人は、本件犯行当時、統合失調
症の増悪期にあり、同犯行はその症状、激しい幻覚妄想に直接支配されたもの
である。」として、心神喪失による無罪判決を言い渡した。
〔控訴審〕
統合失調症が慢性化して重篤化した状態ではなく、心神耗弱にとどまるとす
る意見書 Cのほか、被告人は統合失調症に罹患しており、急性期の異常体験
が活発に生じる中で次第に被害者を「中心的迫害者」とする妄想が構築され、
その妨害的な行為を中止させるため攻撃を加えたことにより本件犯行は生じた
のであり、幻覚妄想に直接支配された行為とはいえないが、統合失調症が介在
しなければ引き起こされなかったとする精神鑑定 Dが新たに出され、心神喪
失の所見を示していた。
控訴審は、原判決を破棄し、被告人に関する正常性を推認させる事情を積極
的に追加して摘示した上、「動機の形成、犯行に至るまでの行動経過、犯行態
様、経緯に特段異常とされる点がなく、これらは、了解が十分に可能であり、
幻聴や幻覚が犯行に直接結び付いているとまではいえない。犯行当時の意識も
ほぼ清明で、本件犯行が犯罪であることの認識もあり、犯行前後の態度や周囲
の人への配慮などは、重い統合失調症とは相容れない。」として、心神耗弱を
認め、被告人を懲役年に処した。
〔上告審〕
本判決は、次のとおり判示し、被告人が心神耗弱の状態にあったとして限定
責任能力の限度で傷害致死罪の成立を認めた原判決は、被告人の責任能力に関
する証拠の評価を誤った違法があり、ひいては事実を誤認したものといわざる
を得ないとして、裁判官全員一致の意見で、原判決を破棄し、事件を原審に差
し戻した。
「被告人の精神状態が刑法39条にいう心神喪失又は心神耗弱に該当するかど
うかは法律判断であって専ら裁判所に委ねられるべき問題であることはもとよ
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り、その前提となる生物学的、心理学的要素についても、上記法律判断との関
係で究極的には裁判所の判断に委ねられるべき問題である（最決昭58.9.13裁
判集刑事232号95頁）。しかしながら、生物学的要素である精神障害の有無及び
程度並びにこれが心理学的要素に与えた影響の有無及び程度については、その
診断が臨床精神医学の本分であることにかんがみれば、専門家たる精神医学者
の意見が鑑定等として証拠となっている場合には、鑑定人の公正さや能力に疑
いが生じたり、鑑定の前提条件に問題があったりするなど、これを採用し得な
い合理的な事情が認められるのでない限り、その意見を十分に尊重して認定す
べきものというべきである。この観点から、両鑑定（鑑定 B、鑑定 D）を見る
と、両医師とも、いずれもその学識、経歴、業績に照らし、精神鑑定の鑑定人
として十分な資質を備えていることはもとより、両鑑定において採用されてい
る諸検査を含む診察方法や前提資料の検討も相当なもので、結論を導く過程に
も、重大な破たん、遺脱、欠落は見当たらない。また、両鑑定が依拠する精神
医学的知見も、格別特異なものとは解されない。そして、両者は、本件行為が
統合失調症の幻覚妄想状態に支配され、あるいは、それに駆動されたものであ
り、他方で正常な社会生活を営み得る能力を備えていたとしても、それは「二
重見当識」等として説明が可能な現象であって、本件行為につき、被告人が事
物の理非善悪を弁識する能力及びこの弁識に従って行動する能力を備えていた
ことを意味しないという理解において一致している。このような両鑑定は、い
ずれも基本的に高い信用性を備えているというべきである。両鑑定を採用でき
ないものとした原判決の証拠評価は、相当なものとはいえない。」
「被告人が犯行当時統合失調症に罹患していたからといって、そのことだけ
で直ちに被告人が心神喪失の状態にあったとされるのではなく、その責任能力
の有無・程度は被告人の犯行当時の病状、犯行前の生活状況、犯行の動機・態
様等を総合して判定すべきである（最決昭59.7.3刑集38巻号2783頁）。」とし
て総合的判断方法を是認した上、「信用に値する両鑑定に関係証拠を総合すれ
ば、本件行為は、かねて統合失症に罹患していた被告人が、急性に増悪した同
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症による幻聴、幻視、作為体験のかなり強い影響下で、少なくともこれに動機
づけられて敢行されたもので、本件行為時の被告人の状況認識も正常とはいえ
ない、統合失調症に特有の病的色彩を帯びていたのだから、本件犯行当時被告
人は病的異常体験のただ中にあったものと認めるのが相当である。他方、本件
行為の動機の形成過程は、その契機が幻聴等である点を除けば、了解可能であ
ると解する余地があり、正常な判断能力を備えていたことを窺わせる事情も多
いが、同種の幻聴等が頻繁に現れる中で、訂正不可能又は極めて困難な妄想に
導かれて動機を形成したと見られるのであるから、動機形成等が了解可能であ
ると評価するのは相当でない。また、被告人は、本件行為時、こうした幻聴妄
想の影響下で、前提事実の認識能力にも問題があったことが窺われるから、犯
罪であることの認識や記憶の保持をもって、事理の弁識をなし得る能力を、実
質を備えたものとして有していたと直ちに評価できるか疑問である。そうする
と、統合失調症の幻覚妄想の強い影響下で行われた本件行為について、原判決
の説示する事情があるからといって、そのことのみによって、その行為当時、
被告人が事物の理非善悪を弁識する能力又はこの弁識に従って行動する能力を
全く欠いていたのではなく、心神耗弱にとどまっていたと認めることは困難で
あるといわざるを得ない。」旨判示した。
（注）差戻審（東京高判平21.5.25高刑集62巻号頁、判例時報2049号150
頁）は、要旨、上告審判決が基本的に信用するに足りるとした心神喪失を示唆
する二つの精神鑑定に関し、同判決中で要検討事項として指摘した点につい
て新たに行った事実取調べの結果によると、①両鑑定が前提とする「統合失調
症に罹患した者の病的体験の影響下にある認識、判断ないし行動は、一方で認
められる正常な精神作用により補完ないし制御することは不可能である」とす
る立場は、現在の精神医学的知見の現状からみて、一般的であるとは言い難
く、②「二重見当識」の用語概念は、統合失調症患者には、病的な体験と正常
な精神作用が色々なバランスで総合的に現れるということを意味するだけであ
って、その機序等を説明するものではなく、いわば静的な状態説明概念にすぎ
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ないのであって、「本件行為自体又はこれと密接不可分な場面において、相応
の判断能力を有していたと見る余地のある事情」をいわば静的な状態説明概念
にすぎない「二重見当識」をもって説明することはできず、③被告人の病型で
ある妄想型の統合失調症においては、臨床的にも、行為時に強い幻覚妄想状態
にありながら、その後程なくして正常な判断能力を回復することは考えられな
いから、両鑑定は、被告人が本件行為後程ない時点で正常な判断能力を備えて
いたと見られる事情を全く考慮しない点でその推論過程には大きな問題があっ
て、いずれもその信用性を肯定できず、本件犯行時の被告人は、心神耗弱の状
態にあったと認められるとして、改めて第審判決を破棄し、被告人を懲役
年月に処した。被告人は、この差戻判決に対し、再度上告したが、第三小法
廷において、平成23年11月28日いわゆる例文による棄却の決定がされている。
⑵ 責任能力の意義等
行為者に有責に行為する能力が備わっていない場合には、その行為者を法的
に非難することはできず、責任は阻却される（責任主義の要請）。このような
責任非難のために要件とされる行為者の能力が責任能力である。
刑法39条項は、「心神喪失者の行為は、罰しない。」、同条項は、「心神耗
弱者の行為は、その刑を減軽する。」と規定している。責任能力が欠如する場
合（責任無能力）が心神喪失であり、責任阻却事由とされ、責任能力は存在す
るものの著しく限定されている場合（限定責任能力）が心神耗弱であり、責任
減少事由とされ、刑の必要的減軽が認められている。
刑法39条は、心神喪失及び心神耗弱について、その法的効果を定めるのみ
で、心神喪失及び心神耗弱の意義の理解については、もっぱら解釈に委ねてい
る。これらは、精神医学上の観念ではなく、法律上の観念であり、結局、責任
の理念に照らして妥当な意味内容が論定されなければならない。そして、判例
（大判昭6.12.3刑集10巻682頁）及び通説によれば、心神喪失とは、精神の障
害により、行為の違法性を弁識し（弁識能力）、その弁識に従って行動を制御
する能力（制御能力）を欠く状態をいい、心神耗弱は、精神の障害により、弁
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識能力又は制御能力が（欠如するまでには至らないが）著しく限定されている
状態をいうとされている。
⑶ 精神鑑定書の証拠能力
実務では、通常、被告人の責任能力に問題があると考えた場合、受訴裁判所
は、検察官、弁護人の請求により、又は職権で、精神鑑定を実施することを決
定し、鑑定人を選任して、「被告人の本件犯行時の精神状態」について精神鑑
定を命ずる。
鑑定人が作成した精神鑑定書については、検察官及び弁護人が証拠とするこ
とに同意すれば（刑訴法326条項）、証拠として採用し、不同意であれば、鑑
定人を証人として尋問し、鑑定書が真正に作成されたものであること、すなわ
ち、その鑑定が正確な観察によること、及びその結果を鑑定書に正確に記載し
たことを供述（証言）した場合に、証拠能力が認められる（同321条項）。
鑑定は、本来裁判所に対して正確な専門的知識を提供して、その判断を補助
するためのものであるから、その目的を達成するために必要かつ相当な範囲内
で、あらゆる資料を使用し、その資料の収集のためあらゆる手段を講じること
ができ、また、いかなる鑑定方法をも用いることができるというのが原則であ
る。刑訴法168条は、裁判所の許可によって鑑定人自身が行い得る強制的処分
を定め、167条及び172条は、それぞれ鑑定に必要な措置を裁判所自身が行うも
のとして、鑑定留置及び身体検査の直接強制を定めているが、鑑定人の行い得
る処分が168条所定のものに限定されるわけではない。鑑定人は、鑑定につい
て必要がある場合には、裁判長の許可を受けて、裁判所の手元にある書類・証
拠物を閲覧謄写し、又は被告人質問や証人尋問に立ち会い（刑訴規則134条
項）、裁判長の許可を受けて被告人・証人に直接発問することができる（同
項）。それに限らず、鑑定人が、裁判所を介さずに直接に被告人又は参考人か
ら陳述を得ること、学校、病院等への照会、鑑定留置された被告人の行動観
察、酒・試薬の提供等医学的検査の処置等を行うことができる。ただ、裁判所
が鑑定の資料につき特に限定を付している場合には、鑑定人は鑑定に当たりそ
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れに従わなければならず、その他の資料を基礎とすることはできない。精神鑑
定については、裁判実務上は、鑑定命令において資料の範囲を制限しないのが
通常である。鑑定人の専門家としての立場を尊重し、できるだけ自由に調査活
動ができるようにする方が、正確な鑑定を得られるとの配慮から出たものと思
われる。
なお、裁判官が精神鑑定の結果に拘束されるかという問題とも関連して、鑑
定人はどの範囲についてまで意見を述べるべきかという問題があるが、裁判実
務上は、鑑定人が生物学的＝記述的要素の診断にとどまらず、それを前提とし
て、心理学的＝評価的要素についても判断を示し、責任能力の有無・程度に関
する参考意見を付した精神鑑定書が多く見られる。精神鑑定を命じられる鑑定
人は、通常法律の専門家ではないから、鑑定人に右のような法律概念による判
断を求めるのは適当でないとされ、ただ、鑑定人が右のような用語によって鑑
定結果を示したとしても、それは、多くの場合、法律判断というよりは、精神
障害の程度を示すために用いられているのであるから、鑑定の効力に影響しな
いと解されるのが一般である。
⑷ 精神鑑定書の証明力
心神喪失、心神耗弱の概念は、心理学上ないし精神医学上の概念ではなく、
純然たる法律上の概念であるから、被告人が心神喪失者であるか、心神耗弱者
であるかの問題は、精神医学者等の専門家の意見を参考としつつ、法律の理念
及び目的に基づき、裁判所がこれを判定すべきであり、また、責任能力の有無
の判断に当たっては、精神病等の精神の障害という生物学的要素とともに、事
物の是非善悪を弁識する能力（弁識能力）とその弁識に従って行動する能力
（制御能力）という心理学的要素を併せて考慮する、いわゆる混合的方法によ
るべきであるというのが、判例・通説の立場である。
最決昭58.9.13裁判集刑事232号95頁、判例時報1100号156頁は、「被告人の精
神状態が刑法39条にいう心神喪失又は心神耗弱強に該当するかどうかは法律判
断であって専ら裁判所に委ねられるべき問題であることはもとより、その前提
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となる生物学的、心理学的要素についても、右判断との関係で究極的には裁判
所の評価に委ねられるべき問題である。」と判示している。
このように、心神喪失又は心神耗弱に該当するかどうかは法律判断であり専
ら裁判所の判断に委ねられているのであるから、被告人の責任能力の有無を判
断するには、必ずしも専門家の鑑定による必要はなく、裁判所が他の証拠によ
って独自に判断してもよいし、精神鑑定を命じた場合にも、その結果に拘束さ
れるわけではない。鑑定結果の採否も裁判所の合理的裁量の範囲に属するもの
であり、自由心証主義（刑訴法318条）の機能する一場面といえる。しかし、
裁判実務上は、被告人に精神の障害が疑われる具体的事情が存在する場合に
は、医学的検査のため、精神鑑定が行われるし、その鑑定結果は、鑑定人の精
神医学の専門的知識と臨床的経験に基づくものであることから、十分に尊重さ
れているのである。
すなわち、責任能力の判断は、法的制裁である刑罰を科すか、科すとしても
その刑を必要的に減軽するかという法律判断のみならず、さらには、心神喪失
者等医療観察法による強制入院・治療の対象者の選択という法的判断でもある
から、専ら裁判所に委ねられるべき問題ではあるが、適正妥当な結論を得るた
めには、精神医学者による精神鑑定が必要不可欠と考えられているのである。
そして、被告人の責任能力の有無・程度は、犯行当時の病状、犯行前の生活
状態、犯行の動機・態様、犯行後の行動、犯行以後の病状などを総合的に考察
することにより判断されるのが一般である（総合的判断方法）。
実務上しばしば問題となる統合失調症と責任能力の関係につき、精神医学者
の間では、原則として責任無能力とする見解と、これに反対する見解がある
が、判例（最決昭59.7.3刑集38巻号2783頁）は、「被告人が犯行当時精神分
裂病（注；当時の用語）に罹患していたからといって、そのことだけで直ちに
被告人が心神喪失の状態にあったとされるものではなく、その責任能力の有
無・程度は、被告人の犯行当時の病状、犯行前の生活状況、犯行の動機・態様
等を総合して判定すべきである。」旨判示し、従前の下級審判例の支配的見解
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を是認し、統合失調症者の責任能力の判断基準についていわゆる総合的判断方
法によるべきことを明らかにした。本決定に従い、裁判実務上は、①統合失調
症の程度が重症である場合や、統合失調症による幻覚、妄想等の病的体験に直
接支配された犯行である場合には、通常、心神喪失と認められ、②その他の場
合には、被告人の統合失調症の種類・程度（病状）、犯行の動機・原因（その
了解可能性）、犯行の手段・態様（計画性、作為性の有無、犯行後の罪証隠滅
工作の有無を含む）、被告人の犯行前後の行動（了解不可能な異常性の有無）、
犯行及びその前後の状況についての被告人の記憶の有無・程度、被告人の犯行
後の態度（反省の情の有無）、統合失調症発症前の被告人の性格（犯罪傾向）
と犯行との関連性の有無・程度等を総合考察して、被告人の責任能力が判断さ
れている（拙稿・最高裁判例解説刑事篇昭和59年度360頁参照）。
鑑定結果の採否については、上記のとおり、心神喪失又は心神耗弱に該当す
るかどうかは法律判断であり、専ら裁判所の判断に委ねられているのであるか
ら、裁判所は精神鑑定の結果に拘束されるわけではなく、鑑定結果の採否も裁
判所の合理的裁量の範囲に属するというのが原則である。
被告人が統合失調症に罹患しているかどうかについても、それは事実認定
（事実判断）の問題であり、自由心証主義の機能する場面ではあるが、いやし
くも精神医学者の鑑定を得たときは、その精神医学的診断の資料となった客観
的諸事実について誤りがなく、かつ、首肯し得る合理的方法でそれらの診断が
行われたものである限り、精神医学の専門家でない裁判官は、その精神医学的
診断の結果を尊重すべきものと思われる。
一般に、裁判所が鑑定結果を採用しないことが許される場合として次のよう
な事例が挙げられている。
ア 鑑定人の鑑定能力、公正さに疑問が生じたとき。
イ 鑑定資料の不備ないし裁判所の認定事実との食い違いなど鑑定の前提条
件に問題があるとき。
ウ 鑑定結果と他の有力な証拠ないし客観的事実とが食い違ったとき。
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エ 鑑定内容に問題があるとき。
この点につき、拙稿「精神鑑定と刑事責任能力」小林充＝香城敏麿編「刑
事事実認定」（上）448頁以下参照。
⑸ 本判決の意義
被告人の精神状態が心神喪失又は心神耗弱に該当するかどうかは法律判断で
あって専ら裁判所に委ねられるべき問題であるが、上記のとおり、刑事裁判実
務において、被告人の責任能力の有無・程度を判断する際には、精神医学者の
鑑定意見（鑑定書又は口頭鑑定、鑑定人尋問）は必要不可欠であり、それをい
かに正確に理解し正しく評価するかが問題となる。鑑定書には、精神医学上の
難解な専門用語等が多く用いられている場合が少なくないのである。結論の異
なる複数の鑑定書が証拠として提出されると、その理解の困難さは一層増す。
裁判員裁判においても、裁判員が鑑定書の内容を理解することに苦労し長時間
を要するといわれている。そこで、実施後年余りを経過した裁判員裁判にお
いては、市民の代表である裁判員に、従来から難解とされてきた精神鑑定書の
内容を正しく理解してもらうためにいかに分かりやすく表現するかという見地
から、鑑定書の記載内容や表現方法に工夫をこらすことが求められ、鑑定人尋
問の中でも、できるだけ分かりやすいような説明が要請されているのである。
裁判員の理解の観点からは、鑑定人の意見は、原則として口頭報告によるのが
相当ではないかとの指摘もある。
これまで、刑事責任能力については、必ずしも弁識能力と制御能力とを明確
に区別した上で、具体的な事実関係を各能力にあてはめて両者を個別的にそれ
ぞれ検討するという運用が定着しているわけではない。加えて、裁判員制度が
導入され、裁判員にとって理解し易い概念構成や判断枠組みはどのようなもの
かという観点から、従来の弁識能力・制御能力という概念を無視するわけでは
ないものの、そのような枠組みに必ずしもとらわれず、これらを再構成する必
要性も指摘されているところである（司法研修所編「難解な法律概念と裁判員
裁判」（司法研究報告書第61輯第号）33頁以下）。例えば、従来の裁判例を踏
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まえ、統合失調症の影響を理由として責任能力が争われた場合には、「統合失
調症の圧倒的な影響によって犯したもので、もともとの人格に基づく判断によ
って犯したと評価できない場合か」（心神喪失）、「統合失調症の影響を著しく
受けているが、なお、もともとの人格に基づく判断によって犯したといえる部
分も残っていると評価できる場合か」（心神耗弱）、「統合失調症の影響があっ
たとしても著しいものではなく、もともとの人格に基づく判断によって犯した
と評価することができる場合か」（完全責任能力）という形式で判断の対象を
示すのが適当ではないかとの指摘がある（上掲司法研究報告書36頁）。
この点、本判決は、「事物の理非善悪を弁識する能力又はこの弁識に従って
行動する能力」という伝統的に判例が用いて来た定義をそのまま踏襲するにと
どめ、結論部分においても、いずれかを特定することなく、これらの能力を
「全く欠いていたのではなく、心神耗弱にとどまっていたと認めることは困難
である」とのみ判示しているのであり、これらの議論について、何らかの方向
性を与えようとするものではないというべきであろう（前田・上掲判例解説
371頁）。
本判決は、責任能力判断の前提となっている精神障害の有無及び程度並びに
これが心理学的要素に与えた影響の有無及び程度について、精神医学者の鑑定
意見等が証拠となっている場合における、裁判所の判断の在り方を示したもの
であるが、「鑑定人の公正さや能力に疑いが生じたり、鑑定の前提条に問題が
あったりするなど、これを採用し得ない合理的な事情が認められるのでない限
り、その意見を十分に尊重」すべきものとしているのは、精神鑑定についての
合理的な評価方法を示したものといえる。
前田・上掲判例解説では、「本判決が原判決の証拠評価を是認できないとす
る具体的な理由は、本件固有の事情に基づくものであり、典型的精神病である
統合失調症に関する判断であることにも留意を要するが、本判決の示す一般論
は、生物学的要素である精神障害の有無及び程度並びにこれが心理学的要素
（弁識能力及び制御能力）に及ぼす影響の有無及び程度については、あくまで
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証拠に基づく判断であり、かつ、かつその証拠評価に当たっての合法則性が要
請されることに注意を促したものとして、実務上、大きな意義を有する。」と
指摘されている（同362頁）。
精神鑑定の意見中には、心神喪失又は心神耗弱であるかどうかという責任能
力の有無・程度そのもの、あるいは、その前段階である弁識能力及び制御能力
の有無・程度そのものについての意見が含まれることが稀ではない。しかし、
通の鑑定書（あるいは意見書）の中に、①生物学的要素である精神障害の有
無及び程度並びにこれが心理学的要素に与えた影響の有無及び程度に関する診
断及びその報告の部分と、②当該鑑定人が、これを踏まえて、心理学的要素で
ある弁識能力及び制御能力の有無・程度に関し、判断・報告する部分、さらに
は、③当該鑑定人が、犯行時の被告人の責任能力そのものにつき完全責任能
力、心神耗弱、心神喪失のいずれであったかという結論的意見を述べている部
分があるときに、本判決が、「鑑定人の公正さや能力に疑いが生じたり、鑑定
の前提条に問題があったりするなど、これを採用し得ない合理的な事情が認め
られるのでない限り、その意見を十分に尊重」すべきものとしているのは、そ
の判示に照らし、鑑定人の専門領域として臨床精神医学の本分であるとされる
①の部分に限られるとしているものと解される（前田・上掲判例解説361頁）。
先に述べたとおり、鑑定書の証明力評価に当たって、①鑑定人の鑑定能力、
公正さに疑問が生じたとき、②鑑定資料の不備ないし裁判所の認定事実との食
い違いなど鑑定の前提条件に問題があるとき、③鑑定結果と他の有力な証拠な
いし客観的事実とが食い違ったとき、④鑑定内容に問題があるときには、鑑定
書の証明力を否定するのが一般であり、それが自由心証主義に基づく合理的な
証拠判断である。本判決は、①（鑑定をした）両医師とも、学識、経歴、業績
に照らし、精神鑑定の鑑定人として十分な資質を備えていること、②両鑑定に
おいて採用されている諸検査を含む診察方法や前提資料の検討も相当であるこ
と、③結論を導く過程にも、重大な破たん、遺脱、欠落は見当たらないこと、
④両鑑定が依拠する精神医学的知見も、格別特異なものとは解されないこと、
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⑤両鑑定は、被告人の本件行為が統合失調症の幻覚妄想状態に支配され、ある
いは、それに駆動されたものであるなど、被告人の行動理解において一致して
いること、を指摘しており、上記鑑定書の評価基準と同趣旨の見解を述べてい
るものと思われる。これを裁判員裁判について考えてみると、裁判員にとって
もより分かりやすい鑑定評価の方法を提供したものといえよう。
裁判員裁判を配慮したと思われる表現は、本判決の一般論の射程を正しく理
解する上で参考とすべき次の判例でも見られる。
⑹ 最決平21.12.8刑集63巻11号2829頁、判例時報2070号156頁、判例タイ
ムズ1318号100頁
〔事案の概要と審理経過〕
本件は、精神的疾患のある被告人が、隣に住む男性方において、同人の頭部
を金属バットで強打し、さらに階に逃げた同人を追いかけてサバイバルナイ
フでその胸部等を突き刺すなどして殺害し、さらに、殺意をもって、同人の二
男の右頸部等をサバイバルナイフで切り付けるなどして重傷を負わせるなどし
た、という殺人、殺人未遂等の事案である。
第審は、捜査段階の精神鑑定は、被告人が統合失調症に罹患していなかっ
たとして完全責任能力を肯定しており、この鑑定結果に基づき完全責任能力を
認め、懲役18年に処した。控訴審においては、精神鑑定が実施され、鑑定 A
は、本件犯行時、被告人が妄想型統合失調症に罹患しており、本件犯行は、一
過性に急性増悪した統合失調症の病的体験に直接支配されて惹き起こされたも
ので、心神喪失の状態にあったとしたが、原判決は、被告人が妄想型統合失調
症に罹患していたとの診断部分は採用したものの、心神喪失の状態にあったと
する部分については、被告人の本件犯行前後の言動等の前提資料の検討が十分
でなく、結論を導く推論過程に疑問があると指摘し、心神耗弱の状態にあった
として、第審判決を破棄し、被告人を懲役12年に処した。
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〔上告審〕上告審は、次のとおり判示し、決定で上告を棄却した（裁判官全
員一致）。
「責任能力の有無・程度の判断は、法律判断であって、専ら裁判所に委ねら
れるべき問題であり、その前提となる生物学的、心理学的要素についても、上
記判断との関係で究極的には裁判所の評価に委ねられるべき問題である。した
がって、専門家たる精神医学者の精神鑑定等が証拠となっている場合において
も、鑑定の前提条件に問題があるなど、合理的な事情が認められれば、裁判所
は、その意見を採用せずに、責任能力の有無・程度について、被告人の犯行当
時の病状、犯行前の生活状態、犯行の動機・態様等を総合して判断することが
できる。そうすると、裁判所は、特定の精神鑑定の意見の一部を採用した場合
においても、責任能力の有無・程度について、当該意見の他の部分に事実上拘
束されることなく、上記事情等を総合して判定することができるというべきで
ある。
原判決が、前記のとおり、鑑定 Aについて、責任能力判断のための重要な
前提資料である被人の本件犯行前後における言動について検討が十分でなく、
本件犯行時に一過性に増悪した幻覚妄想が本件犯行を直接支配して引き起こさ
せたという機序について十分納得できる説明がされていないなど、鑑定の前提
資料や結論を導く推論過程に疑問があるとして、被告人が本件犯行時に心神喪
失の状態にあったとする意見は採用せず、責任能力の有無・程度については、
上記意見部分以外の点では鑑定 A等をも参考にしつつ、犯行当時の病状、幻
覚妄想の内容、被告人の本件犯行前後の言動や犯行動機、従前の生活状態から
推認される被告人の人格傾向等を総合考慮して、病的体験が犯行を直接支配す
る関係にあったのか、あるいは影響を及ぼす程度の関係であったのかなど統合
失調症による病的体験と犯行との関係、被告人の本来の人格傾向と犯行の関連
性の程度等を検討し、被告人は本件犯行当時是非弁別能力ないし行動制御能力
が著しく減退する心神耗弱の状態にあったと認定したのは、その判断手法に誤
りはなく、また、事案に照らし、その結論も相当であって、是認することがで
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きる。」
この判例については、任介辰哉「時の判例」ジュリスト1414号236頁（最高
裁調査官の判例解説）の次のような説明が参考となる（判例時報2070号157頁
も同旨）。すなわち、鑑定も証拠方法の一つであり、証拠の証明力の判断は自
由心証主義の機能する場面であるので、裁判所が、鑑定のどの部分について
も、その証明力を評価しなければならないのであり、証拠の証明力の評価は、
経験則と論理法則に従ってなされるべきであるから、その観点から問題がなけ
れば採用することになり、他方、専門家の意見を採用しない場合には、それだ
けの合理的な根拠が必要ということになるであろう。そうすると、前記の各判
例（昭和58年決定、昭和59年決定、平成20年判決）は、いずれも当然のことを
判示したものといえるが、とりわけ平成20年判決が、「生物学的要素である精
神障害の有無及び程度」と並列させて「これが心理学的要素に与えた影響の有
無及び程度」についても、専門家たる精神医学者の意見を十分尊重して認定す
べきである旨判示したことを受けて、鑑定の信用性だけを焦点として判断すれ
ば足りるとの見解も生じ得ることとなり、それが過度に強調されると、最終的
な責任能力の判断は専ら裁判所に委ねられるべき法律判断であり、諸事情を総
合判断すべきであるとしてきたこれまでの判例理論とのバランスが失われるお
それがあることから、本決定は、裁判所が精神鑑定の一部を採用した場合であ
っても、他の部分に拘束されることなく、責任能力の有無・程度について諸事
情を総合判定できると所論に答える形で敢えて明示的に判示したものと思われ
る。
また、本決定が是認する原判決の判断手法に注目すべき点がある。すなわ
ち、これまで昭和59年決定が、責任能力の有無・程度について、被告人の犯行
当時の病状、犯行前の生活状態、犯行の動機・態様等を総合して判定すべきで
あるとしていたのに対し、その中間的な判断要素として、「統合失調症による
病的体験と犯行との関係、被告人の本来の人格傾向と犯行との関連性の程度
等」という、より抽象的なものを提示して検討していることである。これは、
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最近行われた「難解な法律概念と裁判員裁判」という司法研究においても、従
来の裁判例では、統合失調症の影響を理由として責任能力が争われた場合、
「犯行の動機や犯行が妄想に直接支配されていたか否かという点が最も重要視
され、次いで、動機や犯行態様の異常性などが被告人の平素の人格（統合失調
症に罹患する前からのもの）とかい離しているか否かという点も重視されてい
る」（司法研修所編「難解な法律概念と裁判員裁判」（司法研究報告書61輯
号）36頁）と指摘されているところに沿うものであって、本件の事実関係の下
で、このような判断手法を最高裁も基本的に是認したものといえる。
このように、統合失調症の影響を理由として責任能力が争われた場合におけ
る責任能力の判断に関しては、裁判員裁判との関係もあって、社会的に注目さ
れている事項であり、本決定は、いずれもそのような重要な事項について明示
的に判示したものと言え、実務において、参考価値は高いと思われる。
田野尻 猛「刑事判例研究〔427〕」警察学論集64巻11号161頁も、「今後、こ
のような「中間的な判断要素」を設定することにより、審理を裁判員にとって
できる限り分かりやすいものとする努力が続けられることになろう。」と指摘
している。
この決定の解説として、上記のほか、任介辰哉・最高裁判例解説刑事篇平成
21年度646頁、前田雅英「鑑定と裁判官による法的評価」警察学論集63巻号
156頁、林 美月子・平成22年度重要判例解説202頁、中川武隆「刑事裁判例批
評（143）」刑事法ジャーナル23号91頁などがある。
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